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世界ではヘルス専門家の相互の尊敬と理解の
もとに連携と協働が進んでいる

名称

医師とコ・メディカルという表現ではなく、

• ヘルス・ケア・ワーカー（ヘルス・ワーカー）、

• 医療従事者（メディカルス）

組織

Health Professional Alliance





WHOの定義
(World Health Report 2006)

• ヘルス・ワーカーとは、「健康を強化することを第一義
の目的にしているすべての従事者である」

Health workers are "all people engaged in actions 
whose primary intent is to enhance health". 

• ヘルスにおける理想と現実のギャップを縮め、２１世
紀のヘルス・チャレンジに対する準備を行うには、従
事する者の強いインフラストラクチャーが基盤である。

チームにおける協働と連携こそが重要！



医療従事者の協働と連携

医師

薬剤師

その他の
専門職

PT, OT

看護職
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加齢・健康状態

ケアキュア

人と生活

環 境

医療の概念構造



２１世紀に向けての医療の考え方

• 分断からホーリスチックなアプローチへ

• キュアとケアの統合

• 新たなチャレンジに対する多面的アプローチ

• 安全と安心の保障

• 病む人も提供者も納得のいく医療

• 医療の質の保証



8

日本学術会議医療のイノベーション検討委員会

北村惣一郎（第二部会員）
国立循環器病センター
猿田享男 （第二部会員）
慶應義塾大学
永井良三
東京大学大学院
本田孔士 （第二部会員）
大阪赤十字病院
南裕子 （第二部会員）
近大姫路大学
山本修三 （連携会員）
社団法人日本病院会・会長
佐久間一郎（連携会員）
東京大学大学院
山口隆美 （連携会員）
東北大学大学院工学研究科・教授

委員長桐野髙明 （第二部会員）
国立国際医療センター・総長
副委員長田中滋 （特任連携会員）
慶應義塾大学大学院
幹事中田力 （連携会員）
新潟大学
幹事和田仁孝 （連携会員）
早稲田大学大学院
神野直彦 （連携会員）
東京大学大学院
二木立 （連携会員）
日本福祉大学
平林勝政 （特任連携会員）
國學院大學法科大学院
北島政樹 （第二部会員）
国際医療福祉大学

2008年6月26日



9

要望：信頼に支えられた医療の実現
－医療を崩壊させないために

2008年6月26日

（３） チーム医療の促進

チーム医療の促進には、医師以外の職種との綿密な協力体制が
求められることに疑問の余地はない｡（中略）

このように、現在でも医療行為の分担についての考え方が
ないわけではないが、問題はどの範囲の医療行為を委譲し
得るかにある。この点は、医師以外の職種の知識･技量の
発達や時代の変化に即して柔軟に対応する必要があり、そ
うしなければ医療の実情にそぐわないものとなる。現在医師
のみが実施し得るとされている医療行為の一部について、
看護師など、適切な教育を受け、必要な知識と能力を有す
る他の職種に委譲していくことについて、速やかに検討すべ
きである。高度の専門性を有する他職種にこのような業務を
委譲していくことは、医療の質の向上とともに医療の効率化
にも寄与し得るであろう。



チーム医療：協働と連携

• Task-shifting仕事の委譲ではない。

• 権限の委譲ではない

• 責任の共有化（日本学術会議看護学分科会２００８）

• 仕事の重なり合い

それぞれの役割の独自性と能力の
理解とレスペクトが深まることが前提
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共通する世界の課題

• 尐子・高齢化の急速な進展
• 政治・経済の変動：金融危機
• 医療需要の変化(図）
• 感染症・災害の発生と減災・防災
• 国民の意識の変化
• ヘルスサービスが国境を超える
• 労働力の移動；都市へそして先進国へ
• 医療従事者の不足：看護師の高齢化(図）
• 医療の進歩：遺伝子、脳科学、宇宙科学
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医療需要の量的・質的変遷(概念図）

(出所；SR Garfield原図、1970 cited by 武田、０９）
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USA：看護師の平均年齢
（USA政府調査、2004）
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1996 2000 2004

全体 42.3才 45.2才 46.8才

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
ーー

35才以下 40.5%(1980) 16.6%(2004)

54才以上 17.2%(1980) 25.5%(2004)



日本のチーム医療における
看護師の役割見直しの周辺の動き

• 患者のたらいまわし、患者難民など国民の悲鳴

• 中核病院・高度医療病院で医師不足・偏在

• 過疎地域等でのニーズの変化

• 器械器具の開発と安定化

• 看護師の基礎教育の向上

• 看護師の院内・継続研修の発展

• 専門看護師・認定看護師等の実績

• 看護学の発展
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看護師の役割見直し

理念：国民の安全と安心の保障と向上のために

キュアとケアの融合した機能をもつ看護師
にいま、そしてこれから何ができるか？

看護師の役割に関する認識の再考

• キュアの分野における現実の認識

• キュアとケアを統合・融合する機能の開発
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看護基礎教育の世界的動向
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看護教育から看護学教育への移行期
Occupational Ｔｒａｉｎｉｎｇ からＰｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎへ

• 保健医療福祉のニーズとサービスのグローバル化
①多様なヘルスニーズが国境を越える
②ヘルスサービスが国境を越える
③専門職が国境を越える

• 国内におけるヘルスニーズの多様化・複雑化

• 大学制度の変革
①純粋科学から応用科学までの教育
②専門職教育を大学院で行うための体系化

• 女性の地位向上
①大学への進学率
②専門職への就業率のアップ
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看護の専門分化

• 基礎教育からの分化（免許から）
助産師、保健師等

• 臨床の場からの分化
精神病院、小児病院等

• 継続教育を通しての分化
臨床指導者、看護管理者、看護教育者

• 学際的な資格へ
養護教諭、ケアマネージャー、糖尿病指導員

• 大学院教育を通しての分化
専門看護師、Ｎｕｒｓｅ Practioner, ＡＰＮ
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NP/APN(高度看護実践家)の定義

NP/APNとは、専門的な知識ベース、複雑な

意思決定能力、実践の拡大に対応する臨床
上の能力、実践の資格を与えた国や背景が
示す特性を有する正看護師のことである。エ
ントリーレベルでは修士号をもつことが望ま
れる。

（ICN2002）
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実践の内容

• 研究、教育、実践、管理の融合。

• 高度の専門的自主性と独立した実践。

• ケース・マネージメント／自身のケース・ロード。

• 高度のヘルス・アセスメント技術、意思決定能力、診
断上の論証技術。

• 認められた高度臨床能力。

• 保健医療提供者に対するコンサルテーション。

• プログラムの計画、実行、評価。

• クライアントのための最初の認定窓口。
(ICN)



高度実践看護師APNの種類

• 高度医療・中核病院等で診療にかかわるCNS

• 過疎地域、または外来等でのNP

• CNSとNPを併合したような専門家
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規制上の仕組み
～国の規定がNP/APNの実践を支える～

• 診断の一部を担う。

• 薬剤処方の一部を担う。

• 看護師等に対する診療の指示。

• 患者を他の専門家に紹介する。

• 患者を病院に入院許可する。

• 「NP/APN」の名称を授与、保護する法律の制定。

• APNに関する法律の制定、あるいは他の形での規
制上の仕組み。

• 高度看護実践の職務にある看護師の公式名称。

(ICN)
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Figure 11.2  看護師による向精神剤処方

（WHO指定地域別）

看護師が向精神剤を処方す
ることを許可している

看護師が向精神剤を継
続的に処方することを許
可している
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Map 11.1  看護師による向精神剤の処方や継続的な処方の認可
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専門看護師の定義(JNA)

日本看護協会専門看護師制度は、複雑で解決
困難な看護問題を持つ個人、家族及び集団に
対して、水準の高い看護ケアを効率よく提供す
るための、特定の専門看護分野の知識・技術
を深めた専門看護師を社会に送り出すことに
より、保健医療福祉の発展に貢献し併せて看
護学の向上をはかることを目的とする。
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我が国における専門看護領域

スペシャリスト養成の構造

看護ジェネラリスト

４年制大学プログラムまたは３年制短大、専門学校
その他准看＋２年制短大、専門学校

専門看護師

３年以上臨床経験
２年間の大学院教育（修士号）

修了後１年以上の経験
（合計５年以上の臨床）

看護協会認定試験合格者 ３０２名

認定看護師
救急、皮膚排泄ケア、集中ケア、緩和ケア、がん化学療法、がん性疼痛、
感染管理、糖尿病、不妊症、新生児集中ケア、透析、手術、訪問、乳がん

摂食嚥下障害、小児救急、認知症

５年以上の臨床経験、 ６ヶ月以上の教育課程
看護協会認定試験合格者 ４４３８名

継続教育として
看護協会等が行う
ジェネラリスト教育
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日本におけるＣＮＳ制度を支える組織

ＪＮＡ ＪＡＮＰＵ

協議･提携

他の職能
･学会 大学院

政府･行政

国民
･マスコミ
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高度実践看護師等の
裁量幅の拡大に関する課題

• 安全と安心の保証が絶対的課題

• ケアの質の向上の重点化

• ＣＮＳ／ＡＰＮに関する看護界の制度の提言

• ＣＮＳ／ＡＰＮのコンピテンシーの各学会の検
討と同意

• 医師等と関係職者との協議

• 学術会議と看護系学会協議会の連携
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